
財 務 会 計 論 （ 理 論 ）

「減損基準」では，減損の存在が相当程度に確実な場合に限り，減損損失を認識するこ

ととされている。その理由を説明しなさい。

平成24年基準では，退職給付見込額の期間帰属方法について，給付算定式基準と期間定

額基準の選択適用を認めることとされた。そこで，平成24年基準が期間定額基準を認め

ている理由を，無形固定資産の償却との共通点に着目しながら説明しなさい。

退職給付見込額の期間帰属方法として，期間定額基準と給付算定式基準の選択適用が

認められている。そのうち，期間定額基準を選択することが認められている根拠を説

明しなさい。

臨時償却が認められなくなった理由を説明しなさい。ただし，国際的な会計基準とのコ

ンバージェンス以外の理由を答えること。

本試験問題 ＴＡＣ答練

個別財務諸表において，子会社株式及び関連会社株式は，取得原価をもって貸借対照

表価額とするとされている。したがって，子会社株式及び関連会社株式は，時価によ

る評価は行われない。そのような評価を行う理由を述べなさい。

子会社株式及び関連会社株式の意義を述べ，個別財務諸表上の貸借対照表価額等を説明

しなさい

純資産の部に計上された自己株式の処分によって生じた自己株式処分差損について

は，①利益剰余金の額の減少とする考え方と②資本剰余金の額の減少とする考え方が

ある。これについて，「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」におい

ては，自己株式処分差損は，その他資本剰余金から減額するものとされ，②の考え方

が採用されている。

(1)①の考え方の根拠を説明しなさい。

(2)②の考え方が採用されている理由を説明しなさい。

自己株式処分差損については，「資本剰余金の額の減少として会計処理する方法」（Ｇ

法）と「利益剰余金の額の減少として会計処理する方法」（Ｈ法）が考えられる。そこ

で， (1) 現行制度上はいずれの方法が採用されているか示し，(2) 現行制度上，その方

法が採 用されている理由を説明しなさい。

令和6年本試験 第3問 問題1 問2（1）「固定資産の減損」 論文応用答練 第1回 第1問 問題2 問4

令和6年本試験 第4問 問題1 問2 「固定資産の減損」 理論補強答練 第1回 問題3 問2

令和6年本試験 第4問 問題2 問1（2）「固定資産」 論文直前答練 第3回 第2問 問題2 問2

令和6年本試験 第4問 問題3 問2「金融商品」 論文問題集 第18章 13

令和6年本試験 第4問 問題4 問1「純資産－自己株式」 論文基礎答練 第3回 第1問 問題2 問4

【的中度：Ａレベル（高）】



当社は，Ｘ社が保有する当社の普通株式 80 株（時価 20, 000 円／株）を無償で取得し

た。「自 己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」に基づき，次

の(1)および(2)に答えなさい。

(1)この取引により取得した株式の会計処理方法を答えなさい。 (2)(1)の処理方法が採

用される理由を説明しなさい。

自己株式の無償取得については，(1) 「自己株式を時価で測定する方法」（Ｃ法）と

(2) 「自己株式の数のみの増加として処理する方法」（Ｄ法）が考えられる。そこで，

それぞれの方法の論拠を説明しなさい。

貸借対照表に繰延税金資産として計上することが認められる金額について説明しなさ

い。また，そのような繰延税金資産の計上の可否（回収可能性の判断）に係る具体的な

判断要件を３つ示しなさい

「退職給付に関する会計基準」では，退職従業員に係る過去勤務費用は，他の過去勤務

費用と区分して一時の費用とすることが認められている。その理由を，過去勤務費用を

遅延認識する理由を述べたうえで，説明しなさい。

損益計算書において，過去勤務費用の遅延認識が認められる理由を説明しなさい。

連結財務諸表を作成するにあたり，保有する在外連結子会社に対する持分が支配の継

続する 範囲で減少する場合と，在外連結子会社から在外持分法適用会社へとその持分

が減少する場合 とのそれぞれについて，親会社が行わなければならない持分の変動に

係る為替換算調整勘定の 会計処理について説明しなさい。

為替換算調整勘定の性格について述べなさい。また，為替換算調整勘定の取崩しについ

て，持分変動（減少）により連結子会社の支配を喪失した場合と持分変動（減少）に

よっても連結子会社の支配が継続される場合とに分けてそれぞれ説明しなさい。

四半期財務諸表の性格付けについては，「実績主義」と「予測主義」という 2 つの異

なる考え方 がある。わが国の会計基準では，どちらの考え方を基本としているか。ま

た，その考え方が採 用された理由について，国際的な会計基準とのコンバージェンス

を図るためといった理由の他 に 2 つ述べなさい。

四半期財務諸表の性格付けについては，「実績主義」と「予測主義」という２つの異な

る考え方がある。そこで，それぞれの考え方を説明し，「四半期会計基準」において採

用されている考え方を，その理由と共に明らかにしなさい。

令和6年本試験 第4問 問題4 問2 「純資産－自己株式」 論文基礎答練 第3回 第1問 問題2 問2

令和5年本試験 第4問 問題3 問1 「税効果会計」 確認問題集 第29章 06

令和4年本試験 第4問 問題4 問2 「退職給付」 論文直前答練 第3回 第3問 問題2 問1（2）

令和4年本試験 第5問 問題3 問2 「外貨換算会計」 確認問題集 第23章 16

令和3年本試験 第3問 問題2 問2 「四半期財務諸表」 論文直前答練 第1回 第2問 問2（2）



退職給付に係る負債の計上額の計算にあたって年金資産の額をどのように取り扱うか説

明しなさい。

すでに付与したストック・オプションに対して行使価格等の条件変更を行った結果，

条件変 更後の公正な評価単価が付与日における公正な評価単価を上回った場合は，そ

の差額を以後の 期間に追加的に配分するが，下回った場合はその差額に対する特段の

処理は行わず，付与日現 在の公正な評価単価に基づいた費用計上を継続する。公正な

評価単価の下方への変動に対し て，このような規定を会計基準が採用した理由を説明

しなさい。

×２年度における条件変更の結果，条件変更日におけるストック・オプションの公正な

評 価単価が６千円／個であった場合には，×２年度における株式報酬費用の金額を

10,215千円 とすることも考えられる。そこで，(1) このような処理の問題点を説明しな

さい。

「期間差異」と「一時差異」の定義について述べたうえで，両者の違いについて説明

しなさい。

期間差異と一時差異について意義を述べ，両者の相違を説明しなさい。

令和3年本試験 第4問 問題1 問2 「ストックオプション等」 論文式全国公開模試 第1回 第4問 問題3 問3（1）

令和3年本試験 第4問 問題2 問2 「税効果会計」 確認問題集 第30章 03

令和3年本試験 第4問 問題4 問2（1） 「退職給付」 確認問題集 第28章 22



「中間財務諸表に関する会計基準の適用指針」では，重要な企業結合や事業分離，業績

の著しい好転又は悪化，その他経営環境の著しい変化が生じておらず，かつ，一時差異

等の発生状況について前年度末から大幅な変動がないと認められる場合，繰延税金資産

の回収可能性の判断にあたり，どのような簡便的な取扱いが認められているか述べなさ

い。なお，答案作成上，具体的な金額に言及する必要はない。

中間財務諸表の作成においては，繰延税金資産の回収可能性を判断するに当たり，前年

度末の検討において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用できると

されているが，どのような場合に当該簡便的な取扱いが認められるか述べなさい。

数理計算上の差異の費用処理年数を平均残存勤務期間内の一定の年数とした場合であっ

て，その後，費用処理年数を変更しようとするとき，これは会計方針の変更となるか，

会計上の見積りの変更となるか，両者を区別する判断基準を説明しなさい。

交換により固定資産を取得した場合の取得原価は，①交換に供された自己が所有してい

た資産の適正な簿価とする方法，②交換に供された自己が所有していた資産の時価とす

る方法，③ 交換により取得した固定資産の時価とする方法が考えられる。以下の⑴お

よび⑵の取引において，取得した固定資産の取得原価は，上記の①～③のいずれの方法

により決定することが適切と考えられるか。適切と考えられる方法の番号およびその理

由を答えなさい。

 (1)当社は，Ｘ社保有の建物Ａ（取得原価 35,000,000円，減価償却累計額７,000,000

円，時価25,000,000円）を，当社が店舗として利用していた当社保有の建物Ｂ（取得原

価50,000,000円，減価償却累計額20,000,000 円，時価25,000,000円）との交換により取

得した。なお，取得した建物Ａは，店舗として利用する予定である。

(2)当社は，Ｙ社保有の土地（取得原価12,500,000円，時価15,000,000円）を当社保有の

上場株式であるＣ社株式（帳簿価額 14,000,000 円，時価15,000,000 円）との交換によ

り取得した。なお，取得した土地は，工場用地として利用する予定である。

等価交換により取得した固定資産の取得原価を，同一種類かつ同一用途の固定資産同士

の交換の場合と，同一種類かつ同一用途の固定資産同士の交換以外の場合とに分けて説

明しなさい。

「中間財務諸表に関する会計基準」では「四半期財務諸表に関する会計基準」を踏襲

し，一定の条件を満たした場合に原価差異の繰延処理が認められている。我が国の会計

基準では「実績主義」の考え方を基本としているにもかかわらず，中間財務諸表におい

て原価差異の繰延処理が認められているのはなぜか。その理由を述べなさい。

「四半期基準」において，四半期特有の会計処理として原価差異の繰延処理が認められ

ている理由を説明しなさい。

中間財務諸表の性格付けについては，「実績主義」と「予測主義」の２つの考え方があ

る。

(1)それぞれの考え方を説明しなさい。

四半期財務諸表の性格付けに関し，①実績主義と予測主義を説明しなさい。また，②

「四半期基準」において，実績主義を基本に据えて四半期財務諸表を作成することとさ

れている理由を説明しなさい。

本試験問題 ＴＡＣ答練

令和7年本試験 第3問 問題2 問2（1）「中間財務諸表」 問題集② 第32章 01

論文式全国公開模試 第1回 第4問 問題2 問3

令和7年本試験 第4問 問題4 問2 「固定資産」

令和7年本試験 第3問 問題2 問2（2） 「中間財務諸表」

論文応用答練 第1回 第3問 問題2 問5（2）

問題集② 第32章 02

令和7年本試験 第3問 問題2 問3 「中間財務諸表」

令和7年本試験 第4問 問題2 問2 「退職給付」

【的中度：Ｂレベル（中）】

問題集② 第8章 02



討議資料「財務会計の概念フレームワーク」における負債の定義を示したうえで，Ａ社

が計上する製品保証引当金が，負債の定義を充たすか否か説明しなさい。

①評価・換算差額等，②新株予約権，③非支配株主持分が，純資産の部の株主資本以外

の項目とされる理由を説明しなさい。

完全連結（全部連結）と持分法を比較して説明しなさい。

「リース論点整理」で検討されている今後の会計処理の考え方を示しなさい。

令和6年本試験 第5問 問題2 問1 「純資産－総論」 論文問題集 第13章 06

令和6年本試験 第5問 問題2 問2 「持分法会計」 論文確認問題集 第20章 02

令和5年本試験 第3問 問題2 問2（2）b 「リース取引」 確認問題集 第9章 02

令和5年本試験 第4問 問題2 問2 「収益認識」 論文応用答練 第2回 第2問 問題1 問2（3）


